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平 成 2 2 年 ６ 月 ４ 日 

厚 生 労 働 省 大 臣 官 房 

統 計 情 報 部 

 

（案） 

民間競争入札実施事業 就労条件総合調査の実施状況について 

（平成 21 年度分）  

 

事業の概要 

 

１ 委託業務内容 

  就労条件総合調査における調査関係用品の印刷・配付（送付を含む。）、調査票の回

収・受付、督促、照会対応、個票審査、データ入力及び調査対象企業名簿修正の業務 

 

２ 業務委託期間  平成 21 年 9 月 17 日～平成 23 年 3 月 31 日（２年間） 

        （平成 21 年度の業務委託期間は、平成 21 年９月 17 日から平成 22 年

３月 31 日まで） 

 

３ 受託事業者   株式会社帝国データバンク（平成 20 年度事業と同じ） 

 

Ⅰ 確保すべき質の達成状況及び評価  

 

平成 21 年度における確保すべき質の達成状況及び評価は次のとおり。 

 

１ 有効回答率  

  有効回答率の推移等は以下のとおり。 

 

企業規模
平成22年
1月31日

時点

上回る
こととする
水準値

目標とする
水準値

25.3% 75.0% 75.6% 72.7% 75.7%

( 25.8%) < 68.2%> ( 68.2%) < 69.6%> ( 74.2%)

32.5% 74.9% 75.0% 67.7% 79.0%

( 28.7%) < 70.9%> ( 71.0%) < 71.6%> ( 71.7%)

34.8% 71.0% 71.2% 67.8% 76.6%

( 32.4%) < 69.3%> ( 69.5%) < 69.9%> ( 70.1%)

37.1% 73.7% 73.8% 70.7% 75.7%

( 35.7%) < 71.0%> ( 71.4%) < 71.1%> ( 71.4%)

37.8% 67.6% 67.7% 65.7% 69.6%

( 36.5%) < 67.0%> ( 67.3%) < 67.3%> ( 67.6%)

35.3% 71.6% 71.7% 68.2% 78.1%

( 33.3%) < 69.3%> ( 69.6%) < 69.8%> ( 70.3%)
※　(      )内は平成20年度の数値。<     >内は厚生労働省督促分を除いた平成20年度の数値。

30～99人

合計

平成22年
3月31日

時点

最終
結果

5,000人以上

1,000～4,999人

300～999人

100～299人

 

資料１ 
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＜有効回答率の推移＞ 
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厚生労働省は、平成 21 年 10 月 1 日、受託事業者に対し、平成 21 年度事業の実施

に当たっては、早期に有効回答率の目標を達成することを最優先とするよう指示した。 

 

受託事業者は、調査の実施前に、平成 20 年度事業では、すべての調査客体に対し

同一の挨拶状を送付していたが、平成 21 年度事業においては、①平成 20 年度事業に

おいて有効回答が得られた調査客体に対しては、礼状兼挨拶状を送付し、②平成 20

年度事業において有効回答が得られなかった調査客体のうち 5,000 人以上規模の企

業及び平成 21 年度事業において新たに調査客体となった企業に対しては、挨拶状を

送付するのではなく、送付先の確認を兼ねて電話で協力依頼を実施し、③平成 20 年

度事業において有効回答が得られなかった調査客体のうち 5,000 人未満の規模の企

業に対しては、前年度と同様の挨拶状を送付した。 

 

本調査は、調査の実施期間（調査客体に対し調査票の返送を求める期間）を１月

31 日までとしており、受託事業者は、平成 22 年 1 月 8 日に第 1 回督促はがきを発送

し、1 月 19 日からは訪問による回収等を、1 月 20 日からは第 1 回電話督促を開始し

たが、１月末時点の有効回答率は、前年度よりは高いものの、40％にも達していなか

った。 

 

  その後、受託事業者は、2 月 10 日に、1 月末時点で調査票が未回収であるすべての

調査客体に対して第 2 回督促はがきを発送するとともに、2 月 17 日から（3 月 5 日ま

で）、第 1 回電話督促から一定期間を経ても調査票が未回収で、かつ提出予定が不明

である等の調査客体に対し、第２回電話督促を行った。 

 

その間、厚生労働省は、2 月 19 日に受託事業者を訪問し業務に関する調査を実施

した際に、有効回答率が前年度の同時点よりも上回っているが、上回ることとする水

準値(68.2%)にも達していないので、督促を強化するよう指示した。 

 

その後、受託事業者は、3 月 2 日～3 月 19 日の間、第 2 回電話督促から一定期間

を経ても調査票を提出していない調査客体に対し、第 3 回電話督促を実施した（前年

度は電話督促は 2 回）。 

 

  これらの活動により、受託事業者の業務委託期間終了時点(3 月 31 日時点)で、全

体の有効回答率及びすべての企業規模別の有効回答率とも、上回ることとする水準値

を上回り、目標とする水準値を下回った。最終結果でも同様である。 

 

なお、平成 20 年度事業、平成 21 年度事業ともに、有効回答率が上回ることとする

水準値を上回ったのが 3 月中旬以降であったことなどから、厚生労働省としては、今

後とも、業務委託期間の期限である 3 月末に近い時期まで督促を行う必要があると考

える。 
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２ 照会対応  

 

平成 21 年度事業においても、受託事業者は、前年度と同様、調査客体に対しては

「厚生労働省就労条件総合調査事務局」という名称を用いて事業を実施したが、受託

事業者は、再委託先業者内に「問い合わせ窓口」を設置し、厚生労働省が貸与した「照

会対応事例集」及び受託事業者が作成した問い合わせ対応マニュアルに基づき照会対

応を実施した。実施期間は平成 21 年 11 月４日～平成 22 年３月 26 日（前年度は平成

20 年 11 月 10 日～平成 21 年 3 月 27 日）で、問い合わせ・苦情件数は 1,040 件（同

664 件）、うち苦情は 14 件（同 38 件）であった。 

 

なお、受託事業者は、前年度と同様、問い合わせ対応担当スタッフ向けに事前の研

修を実施するとともに、照会事項１件ごとに問い合わせ対応票を作成し、必要に応じ

て対応マニュアルに追加した。 

    

受託事業者に照会を行った 50（前年度 50）の調査客体に対し、受託事業者の対応

状況、具体的には、電話のつながり具合、オペレータの応対態度、説明内容のわかり

やすさ、回答までの時間、全体的な感想等をアンケートしたところ、32（同 25）の

有効回答があり、照会時の電話のつながり具合について１客体（同 0）から「どちら

かといえば待たされた」という回答が、照会等に対する説明内容について 1 客体（同

0）から「どちらかといえばわかりづらい」という回答が、回答までの時間について

4 客体（同 0）から「どちらかといえば長かった」、1 客体（同 0）から「その場での

回答がなかった」という回答があった（前年度は 1 客体から「長かった」という回答

あり）が、それ以外の客体については、各項目について、どちらかといえば好意的な

回答が寄せられた（別紙１参照）。 

    

調査客体からの評価は前年度よりやや低下しているものの、全体としては、特段の

苦情もなく業務を完了したこと、確保すべき有効回答率を得ることができたこと等を

総合的に考慮すると、照会対応は概ね円滑に実施されたものと考える。 

 

３ その他（作業方針、スケジュールに沿った確実な業務の実施）  

 

  前年度と同様、受託事業者から週 1 回以上報告を受けることにより、業務内容の各

行程ごとに、受託事業者が策定し、予め厚生労働省と調整した作業方針、スケジュー

ルに沿って確実に業務を実施していることを確認した。 
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Ⅱ 実施経費の状況及び評価  

 

受託事業者による今回の業務に要した経費は以下のとおりである。 

 

項目 当初見積額 実施経費 備考
20年度

実施経費

１．人件費（すべて常勤） 7,500,000 10,086,000

　厚生労働省が入札説明会で説明・配布した個票
審査要領の内容を疑義照会システムの開発（Ⅲ３
（１）参照）の計画において十分反映できなかっ
たこと、調査票の受付・管理業務（Ⅲ４（２）参
照）について予定よりも派遣労働者の実施分を減
らした一方で自社従業員の実施分を増やしたこと
等から、これらの業務を中心に当初見積よりも作
業量を要したが、全体としては前年度より作業量
は減少した（Ⅲ１参照）。このため、人件費も当
初見積額を上回ったが、前年度の経費を下回っ
た。

10,800,000

２．事業費 3,364,000 3,076,425 3,539,508

（１）人材派遣費用 920,000 682,733

　調査票の受付・管理業務（Ⅲ４（２）参照）の
一部を自社従業員による実施に、審査・疑義照会
業務の一部（調査票の転記業務）を再委託による
実施に変更したため、当初見積額を下回った。

1,102,520

（２）調査関係用品郵送費用 2,444,000 2,393,692

　当初挨拶状を送付予定であった4,999人以下の企
業規模の調査客体の一部（21年度の新規対象分）
に対して電話による協力依頼を行った（Ⅲ２
（１）ア参照）ことなどから、挨拶状等の発送件
数が予定より少なかったため、当初見積額を下
回った。

2,436,988

３．外注費 9,136,000 10,955,292 11,642,407

（１）電話番号調査費用 40,000 42,286 42,294

（２）調査関係用品の印刷・
　　　発送等費用

1,950,000 1,960,349

　調査票の再発送（Ⅲ４（１）ウ（ウ）参照）件
数が予定より多かったことにより、それに伴う再
委託先の作業量がやや増えたが、前年度実績より
減少した。このため、当初見積額をやや上回った
が、前年度の経費を下回った。

2,157,233

（３）訪問回収業務費用 336,000 44,800

　訪問予定企業から郵送で調査票が返送された等
により訪問による回収件数が予定より少なかった
（Ⅲ２（１）ウ参照）ため、当初見積額を下回っ
た。

327,600

（４）電話督促・審査・疑義
　　　照会業務費用

2,650,000 3,902,925

　厚生労働省が入札説明会で説明・配布した個票
審査要領の内容を当初の計画において十分反映で
きなかったこと、当初計画していなかった第３回
電話督促を行った（Ⅲ２（１）キ参照）こと等か
ら、再委託先においてこれらの業務について予定
よりも作業量を要したため、当初見積額及び前年
度の経費を上回った。

2,881,920

（５）疑義照会システムの
　　　開発業務費用

2,570,000 3,512,500

　回収した調査票を電子画像化してプログラムに
より審査することができるシステムの開発（Ⅲ３
（１）参照）の計画において、厚生労働省が入札
説明会で説明・配布した個票審査要領の内容を十
分反映できなかったことから、その開発業務に予
定よりも工数を要したが、前年度より減少した。
このため、当初見積額を上回ったが、前年度の経
費を下回った。

4,155,000

（６）回収調査票の入力業務
　　　費用

1,560,000 1,443,732

　有効回答率の「目標とする水準値」（Ⅰ１参
照）を前提に入力件数を予定していたが、有効回
答率が当該水準値を下回ったこと等により入力件
数も予定を下回ったため、当初見積額を下回っ
た。

2,078,360

（７）回収調査票集荷業務費用 30,000 48,700
　調査票原本の納品を予定していなかったため、
当初見積額を上回った。

0

小  計 20,000,000 24,117,717 25,981,915

消　費　税 1,000,000 1,205,885 1,299,095

合  計 21,000,000 25,323,602 27,281,010  
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受託事業者による平成 21 年度事業の実施経費は、全体では 25,323,602 円で、当初見

積額(21,000,000 円)を上回っているが、同一の事業所が実施した平成 20 年度事業に要

した経費(27,281,010 円)を下回った。 

 

実施経費が当初見積額を上回った要因については、受託事業者が、当初の計画におい

て、厚生労働省が入札説明会で説明・配布した個票審査要領の内容を十分反映できなか

ったために、関連の業務において予定よりも経費を要したこと等である。なお、実施経

費が前年度の額を下回ったことにも注目すべきであると考える。 
 
実際の実施経費の結果が 2 年間得られたことから、当該結果を、本報告により公表す

るとともに入札説明会等においても説明することにより、民間事業者による合理的な予

定価格の設定に資することとしたい。 
 

Ⅲ 事業の実施状況  

 

１ 実施体制  

   

 以下のとおりである。 

　

再委託分

① 調査対象企業名簿の整備業務 27.1人日 27.1人日 ( 13.6人日)   0.0人日

② 電話番号調査業務 2.0人日 1.0人日 ( 1.0人日)   1.0人日

③ 調査関係用品（挨拶状含む）の印刷・発送業務 30.0人日 17.0人日 ( 22.0人日)  13.0人日

49.0人日 11.0人日 ( 36.8人日)  38.0人日

  <( 21.8人日)>  

49.6人日 49.6人日 ( 81.9人日)   0.0人日

 < 29.6人日> <( 51.9人日)>  

⑥ 回収・督促業務 72.4人日 9.4人日 ( 26.1人日)  63.0人日

⑦ 疑義照会システム開発業務 108.0人日 25.0人日 ( 8.5人日)  83.0人日

⑧ 回収調査票の入力業務 86.4人日 5.4人日 ( 6.2人日)  81.0人日

119.5人日 44.5人日 ( 52.8人日)  75.0人日

 < 23.5人日> <( 24.8人日)>  

⑩ サーバ運用管理業務 59.0人日 0.0人日 ( 0.0人日)  59.0人日

⑪ 調査票集荷業務 10.0人日 0.0人日 ( 0.0人日)  10.0人日

⑫ その他（事業報告書、納品業務等） 19.1人日 19.1人日 ( 4.5人日)   0.0人日

632.1人日 209.1人日 (253.4人日) 423.0人日

 <168.1人日> <(180.4人日)>  

※<　　>は派遣労働者の業務を除いた数値、（　　）内は平成20年度の数値。

合　計

④ 問い合わせへの対応業務

業務の種類 実施体制
受託事業者分

⑤ 調査票の受付・管理業務

⑨ 審査・疑義照会業務
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２ 督促等の状況  

 

(1) 受託事業者による督促等 

  

ア 事前の挨拶状等の発送及び電話による協力依頼の実施 

 

実施時期 平成 21 年 11 月 9 日～11 月 20 日 

 

        受託事業者は、調査の実施前に、前年度では、すべての調査客体に対し同一の挨

拶状を送付していたが、平成 21 年度事業においては、前年度において受託事業者

による督促等のみでは有効回答率が上回ることとする水準値に達することができ

なかった 5,000 人以上の企業規模の調査客体に重点を置いて、今回は、調査客体の

企業規模及び前年度事業における調査票提出の有無等により、①礼状兼挨拶状の送

付、②前年度と同様の挨拶状の送付、③送付先の確認を兼ねて電話による協力依頼

の実施、のいずれかを行った。 

    その内容等は以下のとおりである。 

 

企業規模
20年度の調査票の

提出等
実施内容 件数

提出 礼状兼挨拶状 238

未提出 協力依頼の電話 114

提出 礼状兼挨拶状 3,868

未提出 前年度と同様の挨拶状 1,819

21年度の新規対象 協力依頼の電話 103

6,142合  計

※　5,000人以上の企業で平成21年度に新たに調査対象となった客体はない。
　　30～4,999人の規模で平成21年度に新たに調査客体となった企業に対する
　電話による協力依頼の実施については、企画書における提案にはなかった
　ものである。

5,000人以上

30～4,999人

 

 イ 第 1 回督促はがきの発送 

 

発送時期 平成 22 年 1 月 8 日（前年度平成 21 年 1 月 9 日） 

発送件数 5,860 件（同 5,816 件） 

 

     調査関係用品の発送と調査票の回収締切日の間に年末年始の時期があるため、受

託事業者は、前年度と同様、調査客体が調査票の存在を忘れてしまう、調査票を紛

失してしまう等の可能性を考え、年明けの早い時期に発送した。 
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ウ 訪問による回収等 

 

実施時期 平成 22 年 1 月 19 日～2 月 26 日(同平成 21 年 1 月 19 日～3 月 6 日) 

訪問回収件数 16 件（同 117 件） 

      

    受託事業者は、当該業務の開始時点で調査票が未回収である調査客体のうち、東

京都内の 5,000 人以上の規模のすべての企業 159（同東京都内の 5,000 人以上の規

模のすべての企業及び 1,000～4,999 人の規模の一部の企業並びに大阪府内の 300

人以上の規模のすべての企業及び 100～299 人規模の一部の企業で合計 616）を訪問

による回収の対象とし、まず電話により連絡した。その結果、119（同 404）の調査

客体から有効回答が得られた。このうち、訪問し、回収した件数は 16 件（同 117

件）であった。 

 

エ 第 1 回電話督促の実施 

 

実施時期 平成 22 年 1 月 20 日～2 月 25日(同平成 21 年 1 月 19 日～2 月 17日) 

実施件数 3,815 件（同 3,658 件） 

      

    受託事業者は、前年度と同様、第 1 回督促はがきの送付から一定期間経過後、調

査票が未回収である等の調査客体に対して実施した。 

 

オ 第 2 回督促はがきの発送 

 

実施時期 平成 22 年 2 月 10 日(同平成 21 年 2 月 20 日) 

実施件数 2,706 件（2,652 件） 

 

    受託事業者は、前年度と同様、調査票提出締切日（1 月 31 日）時点で調査票が未

回収である調査客体に対して発送した。 

 

カ 第２回電話督促の実施 

 

実施時期 平成 22 年 2 月 17 日～3 月 5 日(同平成 21 年 2 月 17 日～3 月 13 日) 

実施件数 1,431 件（1,857 件） 

 

     受託事業者は、第１回電話督促から一定期間を経ても調査票が未回収で、かつ提

出予定が不明である等の調査客体に対して実施した。 
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キ 第３回電話督促の実施（新規） 

 

実施時期 平成 22 年 3 月 2 日～3 月 19 日 

実施件数 838 件 

 

     受託事業者は、企画書における提案にはなかったが、有効回答率の確保のため、

第２回電話督促から一定期間を経ても調査票を提出していない調査客体(838)に対

し、第３回電話督促を実施し、うち 236 の有効回答を得た。 

 

(2) 受託事業者の督促に対する調査客体の評価 

 

  受託事業者が電話督促を行った相手方である 50（前年度 50）の調査客体に対し、

オペレータの応対態度、オペレータの説明による調査の趣旨・重要性の理解度等を

アンケートしたところ、31（同 32）の有効回答があり、オペレータの応対態度に

ついては 3 客体（同 1 客体）から「どちらかといえば悪い」という回答が、オペレ

ータの説明による調査の趣旨・重要性に関する理解度の変化（新規項目）について

９客体から「変わらなかった」という回答があったが、それ以外の客体については、

各項目について、どちらかといえば好意的な回答が寄せられた（別紙２参照）。 

督促の際の応対態度については、調査客体からの評価は前年度よりやや低下して

いるものの、全体としては、概ね適切であったと評価できる。また、督促の際の説

明内容が調査客体に理解されたかについても、概ね良好であったと評価できるが、

平成 22 年度事業においては更に理解が得られる説明を行うことが期待される。 

 

３ 疑義照会の状況  

 

(1) 個票審査 

 

厚生労働省は、平成 20 年度事業の実施状況についての当該報告等に基づき、平成

21 年度事業において受託事業者に貸与した個票審査要領の内容を、前年度より高い

レベルのものとした。 

 

受託事業者は、前年度と同様、目視での審査では、確認漏れの発生の可能性が高い

ことや非効率となることを懸念し、回収した調査票を電子画像化してプログラムによ

り審査を行うことができるシステムを開発・活用した。 

 

全体の有効回答 4,406 件（前年度 4,321 件）のうち３月５日までに調査票を回収で

きた 4,097 件（前年度受託事業者が審査を行ったのは 3,947 件）については、厚生労

働省が受託事業者に貸与した個票審査要領に基づき受託事業者が審査を行った。その

結果、当初の回答のうちの一部について１箇所でも未記入又は誤記入があった調査票

が 3,892 件（同 2,969 件）で延べ 48,223 箇所（同 19,866 箇所）あったことが判明し
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た（未記入が 3,645 件で延べ 37,556 箇所、誤記入が 2,610 件で延べ 10,667 箇所）。 

 

(2) 疑義照会 

 

受託事業者は、(1)の審査により当初の回答のうちの一部について未記入又は誤記

入のあった 3,892 の調査客体（延べ 48,223 箇所）（前年度は 2,969 客体で延べ 19,866

箇所）について平成 22 年 2 月 8 日～3 月 19 日（同平成 21 年 1 月 26 日～3 月 17 日）

の間に疑義照会を行い、未記入については 37,556 箇所のうち 27,771 箇所、誤記入に

ついては 10,667 箇所のうち 10,273 箇所、合計で 48,223 箇所（同 19,866 箇所）のう

ち 38,044 箇所（同 13,760 箇所）について確認できた。疑義照会を行った箇所に対す

る疑義照会により確認できた箇所の割合は 78.9%(同 69.3%)であり、前年度と比べ、

疑義照会を行った箇所が大幅に増加する中で当該割合も上昇していることから、疑義

照会は順調に実施されたものと考える。 

 

＜調査票の件数＞

判明分 確認分 判明分 確認分 判明分 確認分

件数 4,097 3,892 2,950 3,645 2,760 2,610 2,467

100.0 95.0 72.0 89.0 67.4 63.7 60.2
 [100.0] [ 75.8] [100.0] [ 75.7] [100.0] [ 94.5]

＜箇所数＞

判明分 確認分 判明分 確認分 判明分 確認分

516,222 48,223 38,044 37,556 27,771 10,667 10,273
(453,905) (19,866) (13,760)

100.0 9.3 7.4 7.3 5.4 2.1 2.0
[100.0] [ 78.9] [100.0] [ 73.9] [100.0] [ 96.3]

(100.0) ( 4.4) ( 3.0)
([100.0]) ([ 69.3])

※１　（　　）内は平成20年度の数値。

※２　「判明分」とは、未記入又は誤記入が判明した分である。

　　　 「確認分」とは、判明分について疑義照会を行い、確認できた分である。

件数

審査対象
全体

　

割合

割合

誤記入審査対象
全体

　
計 未記入 誤記入

計 未記入
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４ その他の業務の状況  

  

(1) 調査関係用品の印刷・配付（送付を含む。） 

 

ア  調査対象企業名簿の整備 

 

実施期間 平成 21 年 10 月 13 日～平成 22 年 3 月 26 日 

（前年度 平成 20 年 10 月 6 日～平成 21 年 3 月 4 日） 

 

（ア） 受託事業者は、前年度と同様、調査対象企業名簿に記されている企業（以下、

「調査対象企業」という。）について、自ら保有する企業情報データベースを活用

し、企業規模が 29 人以下になった等により調査客体としての条件を満たさないこ

とを把握した場合には厚生労働省に連絡して追加抽出を受けるなどにより、調査

対象企業名簿を修正した。 

 

（イ） 受託事業者は、前年度と同様、調査対象企業の電話番号の状況（実在、移転、

欠番等）を、専用システムを用いて、調査対象企業の電話呼出音を鳴らすことな

く確認し、名簿を修正するとともに、以後の督促業務、照会業務に使用した。 

 

（ウ） 受託事業者は、前年度と同様、それ以降も、挨拶状の発送等の際に調査客体と

しての条件を満たさないことが判明した企業について、厚生労働省から追加抽出

を受け、調査対象企業名簿を修正した。 

 

（エ） なお、（ア）及び（ウ）による追加抽出は平成 20 年度事業から開始したもので

あるが、今回は 224 件（前年度 370 件）の追加抽出を行い、うち 86 件（同 192

件）の有効回答が得られたので、有効回答率を 1.4%（同 3.1%）分引き上げる効

果があった。 

 

イ 調査関係用品の印刷 

 

（ア） 挨拶状、礼状兼挨拶状 

受託事業者は、前年度と同様、公印の印影も使用した挨拶状を、通常のはがき

ではなく圧着タイプのはがきに印刷し、挨拶状には、挨拶文に加え、問い合わせ

の多い質問と回答をあらかじめ記載した。 

また、受託事業者は、一定の調査客体に対して送付するため（２(1)ア参照）、

前年度事業における調査票提出に対する礼状を兼ねた礼状兼挨拶状を印刷した。 

礼状兼挨拶状についても、通常のはがきではなく圧着タイプのはがきに印刷し、

挨拶文等に加え、問い合わせの多い質問と回答をあらかじめ記載した。 
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（イ） 調査票 

受託事業者は、前年度と同様、調査客体の企業名、住所等の情報を調査票にプ

レプリントした。また、受託事業者は、配付する調査票の余白に一連番号を示す

バーコードを付与した。 

 

（ウ） 調査協力依頼状 

      受託事業者は、前年度と同様、公印の印影も使用した調査協力依頼状を印刷し

た。 

 

（エ） 配付用封筒 

       受託事業者は、前年度と同様、調査票にプレプリントした調査客体の企業名、

住所等が活用できる窓空き形式を採用した。また、封筒の色を緑色にした。差出

人は、厚生労働省の調査担当課とし、表面に「平成 22 年就労条件総合調査票在

中」と表記した。 

 

（オ） 返信用封筒 

受託事業者は、前年度と同様、返信先を厚生労働省の調査担当課とし、表面に

「平成 22 年就労条件総合調査票在中」と表記した。 

 

（カ） 前回調査結果の概要 

受託事業者は、前年度と同様、前回の平成 21 年調査の結果の概要を印刷した。   

 

（キ） 督促状 

受託事業者は、前年度と同様、公印の印影も使用した督促状（はがき）を印刷

した。 

 

ウ 調査関係用品の発送 

 

  （ア） 挨拶状又は礼状兼挨拶状の発送（２（１）ア 参照） 

発送時期 平成 21 年 11 月 13 日（前年度平成 20 年 11 月 7 日） 

発送件数 5,925 件（同 6,131 件） 

 

  （イ） 調査関係用品（イ（イ）～（カ））の発送 

発送時期 平成 21 年 12 月 4 日（同平成 20 年 12 月 5 日） 

発送件数 6,142 件（同 6,129 件） 

 

  （ウ） 調査票の再発送 

発送件数 985 件（同 1,209 件） 

     受託事業者は、前年度と同様、問い合わせ窓口（Ⅰ２参照）や督促を実施す

る再委託先業者からの依頼があった翌々日中には再発送した。 
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(2)  調査票の回収、受付 

 

   実施期間 平成 22 年 1 月 6 日～平成 22 年 3 月 31 日 

（前年度 平成 21 年 1 月 5 日～平成 21 年 3 月 31 日） 

 

 ア 回収件数確認 

   受託事業者は、前年度と同様、厚生労働省に届いた回収件数（注）を返送日ごとに

「受付表」に記入した。 

   （注） 調査票の返信先は厚生労働省の調査担当課としており（(1)イ(オ)参照）、

厚生労働省に届いた調査票を、受託事業者が原則毎日取りに来るという形態

で事業を実施した。 

 

イ 開封 

 

ウ 回収日登録 

受託事業者は、前年度と同様、スキャナで調査票のバーコード（(1)イ(イ)参照）

を読み取り、回収日を登録した。 

 

エ 調査票のチェック 

受託事業者は、前年度と同様、ページ枚数、記入の有無等をチェックした。 

 

(3) 調査票のデータ化 

     

実施期間 平成 22 年 1 月 6 日～平成 22 年 3 月 16 日 

（前年度 平成 21 年 1 月 5 日～平成 21 年 3 月 19 日） 

 

  受託事業者は、前年度と同様、厚生労働省が貸与した「データ入力要領」に基づき、

ベリファイ方式で回答結果を入力した。 

 

(4) 調査対象企業名簿修正 

 

実施期間 平成 21 年 10 月 13 日～平成 22 年 3 月 26 日 

（前年度 平成 20 年 10 月 6 日～平成 21 年 3 月 27 日） 

 

  受託事業者は、前年度と同様、調査票の送付前に調査客体としての条件を満たさない

ことが判明した企業等について調査対象企業名簿の整備を行った（（1）ア参照）ほか、

回収した調査票等に基づき調査対象企業名簿を修正した。 
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別紙１ 

 

平成22年就労条件総合調査　民間委託照会対応状況アンケート集計（概要）

■　アンケート回収状況

発送数
（A)

回収数
（B)

回収率（%）
(B)/(A)＊100

無効回答数
（Ｃ)

有効回答数
(Ｄ)=(B)-(Ｃ)

有効回答率(%)
(Ｄ)/(A)*100

50(50) 32(32) 64.0(64.0) 0(7) 32(25) 64.0(50.0)

１　照会されたときの電話のつながり具合はいかがでしたか？

計
すぐつな
がった

どちらかと
いえばすぐ
つながった

どちらかと
いえば
待たされた

待たされた 不明

100.0(100.0) 68.8(60.0) 25.0(40.0) 3.1(0.0) 0.0(0.0) 3.1(0.0)

２　オペレータの応対態度はいかがでしたか？

計 良い
どちらかと
いえば良い

どちらかと
いえば悪い

悪い 不明

100.0(100.0) 62.5(76.0) 34.4(24.0) 0.0(0.0) 0.0(0.0) 3.1(0.0)

３　照会等に対する説明内容はいかがでしたか？

計
わかりや
すい

どちらかと
いえば
わかりやすい

どちらかと
いえば
わかりづらい

わかりづら
い

不明

100.0(100.0) 59.4(52.0) 37.5(48.0) 3.1(0.0) 0.0(0.0) 0.0(0.0)

４　照会等に対する回答までの時間はいかがでしたか？

計 短かった
どちらかと
いえば
短かった

どちらかと
いえば
長かった

長かった
その場での
回答がなかっ
た

不明

100.0(100.0) 43.8(44.0) 37.5(52.0) 12.5(0.0) 0.0(4.0) 3.1(0.0) 3.1(0.0)

５　事務局（民間事業者）の全体的な感想はいかがでしたか？

計
満足で
あった

どちらかと
いえば
満足であった

どちらかと
いえば
不満足であった

不満足で
あった

不明

100.0(100.0) 46.9(56.0) 50.0(44.0) 0.0(0.0) 0.0(0.0) 3.1(0.0)

６　事務局（民間事業者）についてお気付きの点がございましたら自由にご記入ください。
・丁寧に、かつ素早い回答を頂き非常に助かりました。

注：（　　）内は前年度の結果。

・まだ慣れていないこともあるのでしょうか、質問に対して即答いただけなかった点もあ
りますが、全体的に悪いという印象は受けませんでした。今後に期待します。
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別紙２ 

 

 

平成22年就労条件総合調査　民間委託督促状況アンケート集計（概要）

■　アンケート回収状況

発送数
（A)

回収数
（B)

回収率（%）
(B)/(A)＊100

無効回答数
（Ｃ)

有効回答数
(Ｄ)=(B)-(Ｃ)

有効回答率(%)
(Ｄ)/(A)*100

50(50) 31(32) 62.0(64.0) 0(0) 31(32) 62.0(64.0)

１　オペレーターの応対態度は、いかがでしたか？

計 良い
どちらかと
いえば良い

どちらかと
いえば悪い

悪い

100.0(100.0) 54.8(40.6) 35.5(56.3) 9.7(3.1) 0.0(0.0)

１ 言葉づかいが悪い 0件（0件）

２ 早口で聞き取りにくい 1件（0件）

３ 声が小さくて聞き取りにくい 1件（0件）

４ その他（ はっきり話をしない、慣れていない等 ） 1件（1件）

２　オペレーターの説明によって、調査の趣旨・重要性に関し、ご理解いただけたでしょうか？(新規項目）

計
非常に
理解できた

少し
理解できた

変わらなかった
逆に理解で
きなくなった

100.0 32.3 38.7 29.0 0.0

３　民間事業者について、お気付きの点がございましたら、自由にご記入ください。

・丁寧な対応で良かったと思います。

・オペレーターの方の対応は非常に丁寧でした。特に問題ありません。

注：（　　）内は前年度の結果。

・出来ましたら電話でのアポイントはやめていただきたい。事前にメールかFAXで書面にて
アポイントをお願いします。電話勧誘販売とかわらない。

・調査票の提出に迷っていましたが、電話をいただいた事によって提出することを決め提
出致しました。

 

 

 

 


